開示事項及び開示・記載上の注意
開示資料には、所定の開示事項（太字）を掲記し、開示・記載上の注意（細字）を参照のうえ、投資者が会社情報を適切に理解・判断できるよう記載してください。また、所定の開示事項に限らず、投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項も記載してください。

[bookmark: _GoBack]ａ．自己株式の取得の法令上の根拠条項
ｂ．自己株式の取得の理由
ｃ．自己株式の取得の内容
（ａ）取得対象株式の種類
（ｂ）取得し得る株式の総数
（ｃ）株式の取得価額の総額
ｄ．取得期間
ｅ．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項
・　あらかじめ買付予定株数に相応の売付けが予定されている場合は、その内容を記載する。

（特定の者を相手方とする場合）
ｆ．取得先の概要（子会社を取得先とする場合には子会社の概要）
ｇ．当該取得先から取得する株式の数
ｈ．取得価額の総額

（本行為が支配株主との取引等に関するものである場合）
ｉ．支配株主との取引等に関する事項
・　当該取引が支配株主との取引等である旨を記載する。
・　当該取引の「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」との適合状況を記載する。

・　公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項について記載する。
・　当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要について記載する。
※　意見の入手日、入手先、内容（その理由を含む）の概要がわかるように記載する。
※　支配株主との取引等には、支配株主に加え、施行規則で定める者との取引が含まれます。詳細については「【支配株主との重要な取引等に係る企業行動規範に関する実務上の留意事項等】」を参照してください。
※　「自己株式の取得」又は「自己株式の公開買付け」については、支配株主その他施行規則で定める者からの取得を前提としている場合に限ります。

